
【様式第1号】

自治体名：都留市

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 112,579,184   固定負債 29,940,962

    有形固定資産 102,059,121     地方債等 20,405,667

      事業用資産 71,378,278     長期未払金 18,905

        土地 48,871,113     退職手当引当金 2,638,507

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 230,529     その他 6,877,883

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 4,173,198

        建物 45,729,140     １年内償還予定地方債等 2,618,938

        建物減価償却累計額 -26,792,417     未払金 663,479

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 6,208,504     前受金 6,004

        工作物減価償却累計額 -2,913,446     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 316,899

        船舶 -     預り金 426,116

        船舶減価償却累計額 -     その他 141,761

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 34,114,160

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 116,096,756

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -29,253,269

        航空機 -   他団体出資等分 2,156

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 44,855

      インフラ資産 26,972,601

        土地 4,412,245

        土地減損損失累計額 -

        建物 362,901

        建物減価償却累計額 -143,368

        建物減損損失累計額 -

        工作物 51,896,884

        工作物減価償却累計額 -29,865,446

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 309,385

      物品 7,826,276

      物品減価償却累計額 -4,118,033

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 2,331,717

      ソフトウェア 369,251

      その他 1,962,466

    投資その他の資産 8,188,347

      投資及び出資金 74,760

        有価証券 35,437

        出資金 34,323

        その他 5,000

      長期延滞債権 275,370

      長期貸付金 -

      基金 7,835,025

        減債基金 -

        その他 7,835,025

      その他 25,218

      徴収不能引当金 -22,025

  流動資産 8,380,619

    現金預金 3,127,792

    未収金 594,469

    短期貸付金 -

    基金 3,517,572

      財政調整基金 3,496,424

      減債基金 21,148

    棚卸資産 1,090,964

    その他 57,983

    徴収不能引当金 -8,161

  繰延資産 - 純資産合計 86,845,643

資産合計 120,959,803 負債及び純資産合計 120,959,803

連結貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：都留市

会計：連結会計 （単位：千円）

    資産売却益 15,078

    その他 48,852

純行政コスト 23,472,604

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 63,688

  臨時利益 63,930

  臨時損失 63,688

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 0

    使用料及び手数料 3,474,051

    その他 3,037,726

純経常行政コスト 23,472,846

      社会保障給付 9,804,930

      その他 7,469

  経常収益 6,511,777

        その他 406,609

    移転費用 12,734,764

      補助金等 2,922,365

      その他の業務費用 598,738

        支払利息 168,534

        徴収不能引当金繰入額 23,595

        維持補修費 838,341

        減価償却費 2,880,184

        その他 159,852

        その他 1,283,911

      物件費等 9,859,743

        物件費 5,981,366

        職員給与費 4,983,357

        賞与等引当金繰入額 315,611

        退職手当引当金繰入額 208,500

  経常費用 29,984,623

    業務費用 17,249,859

      人件費 6,791,379

連結行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：都留市

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 86,828,713 115,089,810 -28,263,244 2,148

  純行政コスト（△） -23,472,604 -23,472,613 8

  財源 23,479,839 23,479,839 -

    税収等 15,242,332 15,242,332 -

    国県等補助金 8,237,508 8,237,508 -

  本年度差額 7,235 7,227 8

  固定資産等の変動（内部変動） 829,613 -829,613

    有形固定資産等の増加 3,553,033 -3,553,033

    有形固定資産等の減少 -3,129,606 3,129,606

    貸付金・基金等の増加 1,999,278 -1,999,278

    貸付金・基金等の減少 -1,593,093 1,593,093

  資産評価差額 3,986 3,986

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 0 0

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 101,907 186,185 -84,278 -

  その他 -96,198 -12,837 -83,361

  本年度純資産変動額 16,930 1,006,947 -990,025 8

本年度末純資産残高 86,845,643 116,096,756 -29,253,269 2,156

連結純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：都留市

会計：連結会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 264,991

本年度歳計外現金増減額 -7,839

本年度末歳計外現金残高 257,152

本年度末現金預金残高 3,127,792

財務活動収支 -267,079

本年度資金収支額 -97,811

前年度末資金残高 2,969,293

比例連結割合変更に伴う差額 -841

本年度末資金残高 2,870,640

    地方債等償還支出 2,704,929

    その他の支出 99,320

  財務活動収入 2,537,170

    地方債等発行収入 2,480,804

    その他の収入 56,366

    資産売却収入 15,078

    その他の収入 384,435

投資活動収支 -3,067,767

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,804,249

    その他の支出 22,309

  投資活動収入 2,312,689

    国県等補助金収入 585,476

    基金取崩収入 1,323,263

    貸付金元金回収収入 4,437

  投資活動支出 5,380,456

    公共施設等整備費支出 3,608,202

    基金積立金支出 1,749,875

    投資及び出資金支出 10

    貸付金支出 60

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 56,451

  臨時収入 48,852

業務活動収支 3,237,035

【投資活動収支】

    税収等収入 15,191,240

    国県等補助金収入 8,663,942

    使用料及び手数料収入 3,397,909

    その他の収入 2,748,331

  臨時支出 56,451

    移転費用支出 12,722,353

      補助金等支出 2,904,987

      社会保障給付支出 9,804,930

      その他の支出 12,436

  業務収入 30,001,422

    業務費用支出 14,034,435

      人件費支出 6,572,126

      物件費等支出 6,894,721

      支払利息支出 168,534

      その他の支出 399,054

連結資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 26,756,789
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１．重要な会計方針

　(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
　　①有形固定資産・・・取得原価
　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次の通りです。
　　　　ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
　　　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　　　イ．昭和60年度以後に取得したもの
　　　　　　取得原価が判明しているもの・・・取得原価
　　　　　　取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
　　　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　②無形固定資産・・・取得原価
　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次の通りです。
　　　　取得原価が判明しているもの・・・取得原価
　　　　取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
　　
　(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
　　①満期保有目的有価証券・・・・・償却原価法（定額法）
　　②満期保有目的以外の有価証券
　　　　ア．市場価格のあるもの・・・会計年度における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　　　イ．市場価格のないもの・・・取得原価
　　③出資金
　　　　ア．市場価格のあるもの・・・会計年度における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　　　イ．市場価格のないもの・・・出資金額

　(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　①原材料、商品、貯蔵品等・・・・・先入先出法による原価法
　　　ただし、一部の連結対象団体（株式会社、都留市土地開発公社）においては、最終仕入原価法によっています。
　　②販売用土地・・・・・地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第４条第２項各号に掲げる方法。

　(４)有形固定資産等の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下の通りです。
　　　　建物　　 6年～60年
　　　　工作物　3年～60年
　　　　物品　　 2年～20年
　　　　ただし、一部の連結対象団体（一般財団法人）は、定率法を採用しています。
　　②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
　　　　（ソフトウエアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
　　③リース資産
　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を
　　　　除きます。）・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法。
　　　
　(５)引当金の計上基準及び算定方法
　　①投資損失引当金

　　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と
　　　取得価額との差額を計上しています。
　　②徴収不能引当金

　　　未収金については、過去の平均不納欠損率または個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上しています。
　　　長期延滞債権については、過去の平均不納欠損率または個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上しています。
　　③退職手当引当金

　　　期末自己都合要支給額を計上しています。
　　④賞与等引当金

　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を
　　　計上しています。

　(６)リース取引の処理方法
　　①ファイナンス・リース取引

　　　　ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を
　　　　　　除きます。）
　　　　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　　　　イ．ア以外のファイナンス・リース取引
　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　②オペレーティング・リース取引
　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　(７)消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　　ただし、一部の連結対象団体（水道事業会計、簡易水道事業会計、下水道事業会計及び病院事業会計）については、税抜方式によっています。

２．重要な会計方針の変更等
　該当はありません。

３．重要な後発事象
　該当はありません。

４．偶発債務
　該当はありません。

連結財務書類に対する注記
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５．追加情報
　(１)連結対象団体（会計）は次の通りです。

区分 連結の方法 連結割合
一部事務組合 比例連結 下記参照

広域連合 比例連結 3.16%
一部事務組合 比例連結 51.92%

開発公社 全部連結 -
一般財団法人 全部連結 -
公立大学法人 全部連結 -

株式会社 全部連結 -
一部事務組合 比例連結 15.38%

株式会社 比例連結 30%

　　　連結の方法は次の通りです。

①地方公営企業会計とその他の特別会計は、すべて全部連結の対象としています。

②一部事務組合・広域連合等は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。

③山梨県市町総合事務組合については、各事務区分ごとに比例連結割合を算出して合計額で連結処理をしております。
電子（電子申請） 3.810861%
電子（セキュリティクラウド） 5.352333%
電子（財務会計・第２期） 12.503862%
電子（校務システム） 4.303973%
電子（教育情報セキュリティクラウド） 1.975876%
管財 3.791592%
研修 3.679518%
処分場 8.769990%
入札 3.104371%

④第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（種子割合等が50％以下であっても業務運営に実質的な立場を確保している団体を含みます。）は、
全部連結の対象としています。
　また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。
　ただし、出資割合が25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場合は、比例連結の対象としていない場合があります。

　(２)出納整理期間

　　　　地方自治法第235条の５に基づき、出納整理期間を設けられてい会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって
　　　会計年度末の計数としています。
　　　　なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払があった場合は、現金の受払い等が終了した
　　　ものとして調整しています。

　　(３)表示単位未満の取扱い
　　　　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

一般財団法人都留楽友協会
公立大学法人都留文科大学

株式会社都留市観光振興公社
富士・東部広域環境事務組合
株式会社せんねんの里つる

都留市土地開発公社

団体名
山梨県市町村総合事務組合

山梨県後期高齢者医療広域連合
大月都留広域事務組合
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